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第 1章 計画策定の趣旨                           
 

1 計画策定の趣旨                                     

 

 近年、インターネット環境の拡充やスマートフォンをはじめとした情報端末

の普及、IoTや情報通信技術の飛躍的な発展など情報化の進展は著しく、さまざ

まな分野で人々の生活利便性が向上し、誰もが時間や場所に縛られずに必要な

情報の取得と発信が可能となっています。 

 そのような中で、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行は、人々の生

活や働き方に大きな変化をもたらしました。行政においては、住民に対し、公共

施設等への移動や対面での接触を抑制しながら行政サービスを提供する必要に

迫られ、行政のあり方を根本から見直し、デジタル化を推進していく契機となり

ました。 

 こうした背景を踏まえ、令和 2年 12月に国は、自治体が情報化の発展や感染

症対策などに迅速に対応し変革していくため、「デジタル・ガバメント実行計画」

を策定し、重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、国の支援策

等をとりまとめた「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」

（以下「自治体 DX 推進計画」という。）を策定しました。さらに令和 3年 9月に

は、「デジタル社会形成基本法」の施行及び「デジタル庁」を新たに発足させ、

デジタル社会の構築に向けた取り組みを全自治体で着実に進めていくこととし

ました。 

 本市においても、こうした国の動向等を踏まえ、DX（デジタルトランスフォー

メーション）を推進し、「東松島市第 2次総合計画後期基本計画」（以下「後期基

本計画」という。）のまちづくりの将来像である「住み続けられ持続・発展する

東松島市」を効率的かつ効果的に実現するため、「東松島市 DX推進計画」（以下

「本計画」という。）を策定します。 

 

 

 

 

 

 

                                    

※ IoT … Internet of Things の略。「モノのインターネット」と呼ばれる。自動車、家電、ロボット、施

設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報交換することにより相互に制御する仕組み。 

※ スマートフォン … 従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え、高度な情報処理機能が備わった携

帯電話端末。 
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2 計画策定の目的                                                 

 

全国的に人口減少と少子高齢化が進行しており、各自治体は生産年齢人口の

減少、地域の担い手不足、財政状況の悪化など、厳しい現状に直面しています。 

この背景の中で、多様で複雑な社会課題に対応し、市民のニーズに合致する行

政サービスを提供する必要があります。そのために、デジタル技術（D）も活用

し、業務内容やプロセスを根本的に見直す変革（X）を実施し、市民サービスの

維持・向上、効率的かつ持続可能な行政運営を実現するための計画を策定します。 

 

 

 

3 計画の位置づけ                                      

 

本計画は、令和 5 年 6 月に策定した「東松島市 DX 推進計画基本方針」（以下

「基本方針」という。）のほか、関連する「東松島市第 2次情報化計画（以下「第

2次情報化計画」という。）」と「東松島市第 3次行政改革大綱」を踏まえ、上位

計画の後期基本計画のまちづくりの将来像を、デジタル技術も活用しながら効

率的かつ効果的に実現するための計画と位置づけます。 

 

 

 

                                                                                   

※DX … Digital Transformation の略。ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させ

ること。 

 



4 

4 東松島市における DX                                

 

本市における DX の定義は、後期基本計画のまちづくりの将来像である「住み

続けられ持続・発展する東松島市」の実現に向け、制度や組織の在り方などをデ

ジタル技術も活用しながら変革し、市民の生活をより良いものにすることです。 

具体的には、行政手続きのオンライン化やキャッシュレス決済の導入、さらに

は職員による業務の見直しを通じた行政手続きの簡素化・効率化など、これらの

DX の取り組みによって市民の利便性向上、行政サービスの維持・向上、そして

地域活性化に貢献すると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル化
されていないもの

アナログ

非ペーパーレス化
対面式の会議

来庁しないと…
本人が来ないと…
手書きで申請…

待ち時間がある…
書類が足りないと戻
される…

デジたい
ゼーション

紙からデジタルへの
置き換え

－効率化－

マイナンバーカード
により、申請書の記
入が省略！

本人確認も簡単！

デジたらい
ゼーション

プロセスの
デジタル化

－活用－

いつでも必要な人
は、マイナンバー
カードを利用してコ
ンビニの自動交付機
で交付が受けれ
る！！

デジタルとらンス
フォーメーション

新しい
価値の創造

－改革－

市役所から一人ひと

りに必要な手続きや
サービスがプッシュ
型で提供され
る！！！

～デジタル化と DXの違い～ 
 これまで実施してきたデジタル化（ICT化）は、アナログ作業をシステムに

置き換えることを主な目的としていました。 

 DX（デジタルトランスフォーメーション）は、社会の根本的な変化に対応し

て、行政サービスの向上などを主な目的とした、新たな価値を創出するための

改革と考えられます。 
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5 計画の期間                                            

 

本計画の期間は、後期基本計画や基本方針など関連する計画等と整合性を図

るため、令和 5年度から令和 7年度までの 3年間とします。 

ただし、国や県の動向等も踏まえ必要に応じて適宜見直しを行います。 

 

 

東松島市 DX推進計画と関連計画期間 
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第 2章 DXにおける動向                          
 

1 国の動向                                              

 

  国は、令和 2 年 12月に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を

閣議決定し、デジタル社会の目指すビジョンとして、「デジタルの活用により、

一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現

できる社会」を掲げ、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を進め

ることとしました。また、この基本方針を踏まえ、「デジタル・ガバメント実

行計画」を改正し、国・地方デジタル化指針を盛り込むなどし、デジタル・ガ

バメントの取り組みを加速することとしました。 

さらに、各自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具現化するとともに、

国による支援策等を取りまとめた「自治体 DX 推進計画」を策定し、自治体の

情報システムの標準化・共通化の推進や、マイナンバーカードの普及促進など

6つの重点取組事項などを示し、国が主導的な役割を果たしつつ、自治体全体

として足並みを揃え、デジタル社会の構築に向けた各施策を効果的に実行して

いくこととしています。 

また、令和 3年 9月には「デジタル庁」を創設し、デジタル社会形成の司令

塔として、DXを推進しています。 

 

自治体 DX推進計画における自治体の取り組み内容 

【推進体制の構築】 ①組織体制の整備 ②デジタル人材の確保・育成 

③計画的な取り組み  ④都道府県による市区町村支援 

【重点取組事項】   ①自治体の情報システムの標準化・共通化  

②マイナンバー※カードの普及促進  ③自治体の行政手続きのオンライン化   

④自治体の AI※・RPA※の利用推進 ⑤テレワーク※の推進  

⑥セキュリティ対策の徹底 

【自治体 DXの取り組みと併せて取り組むべき事項】 

① 地域社会のデジタル化  ②デジタルデバイド※対策 

【その他】①BPR※の取り組みの徹底（書面・押印・対面の見直し） 

② オープンデータ※の推進・官民データ活用の推進 

                                            

※用語説明は、「第 5章参考資料 2 用語集」（16～19ページ）に記載しています。 
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2 宮城県の動向                                           

  

  宮城県は、人口減少などの社会変化を踏まえ、「新・宮城の将来ビジョン」

に掲げた宮城の目指す姿の実現のため、官民データの利活用や手続のオンラ

イン化など、宮城の情報化を推進するための方針・指針として「宮城情報化推

進ポリシー」を令和 3年 4月に定めました。本ポリシーは、情報化における自

治体の役割を適切に果たすための基礎としており、重点目標に「最適化による

県民サービスの向上」「地域の課題解決と活力の創出」「デジタル化による働き

方改革の推進」を掲げています。 

  また、「受動型県政」から「能動型県政」への変革を目指し、DXにより必要

な情報を県民に直接届けられる環境を作るため、「DX みやぎ 5 原則（以下記

載）」を理念として DXを推進しています。 

 

＜ DX みやぎ 5 原則 ＞ 

1 関心のある全ての県民が DXを感じられるような施策を！ 

2 マイナンバー（カード）をできる限り活用！（eKYC※の活用） 

3 民間活力を！（多くの企業や能力がある個人・学生等を巻き込む） 

4 縦割りではなく、できる限り部局横断・県市町村横断で施策を展開！ 

5 アジャイル型※で施策を展開 

 

 

3 東松島市の動向                                         

  

本市は、令和 2 年 12 月に後期基本計画を策定した後、ICT 活用の方向性や

具体的な行動計画に、国および県の方針に基づいた DX 推進の取り組みを盛り

込んだ「第 2 次情報化計画」を令和 4 年 7 月に策定しました。この計画を基

に、同年 10月には、DXを全庁的な体制で推進するため、職員で構成される庁

内組織を設置し、協議を進め、令和 5 年 6 月に DX 推進の方針を示す「基本方

針」を策定しました。 

今後も国および県の動向や方針に基づき、本計画を基に DX を推進していき

ます。 

                                            

※eKYC … electronic Know Your Customer の略で、デジタルデバイスを使って、オンラインで本人確認

を行うこと 

※アジャイル型 …「すばやい」、「俊敏な」という意味があり、短い開発期間単位を採用することで、リス

クを最小化しようとする開発手法。 
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第 3章 推進体制                               
 

DX の推進を図るためには、行政内部において部門間及び分野間の横断的かつ

全庁的な体制の構築が必要です。そのため、令和 4 年 10 月に副市長を本部長

（CDO※）、教育長を副本部長、部課長級職員を本部員として構成する「東松島市

DX 推進本部」（以下「推進本部」という。）を立ち上げました。さらに、各所属

課（室）に DX推進員を配置し、全庁を挙げて DXを総合的かつ計画的に取り組む

体制を整備しました。 

また、市長及び推進本部へ専門的な知見からデジタル変革に関する支援・助言

を行う DX フェロー※を委嘱するとともに、民間企業のノウハウを活用した取組

を進めるため、国の地域活性化起業人制度などを活用し外部人材の起用を進め

ています。 

なお、新たに設置したデジタル推進課は、DX 推進の主幹部署として総合調整

等の役割を担っています。 

 

 

                                           

※CDO … Chief Digital Officerの略。最高デジタル責任者または、最高デジタル情報責任者。 

※DXフェロー … 東松島市においては、専門的知識、経験等に基づき、行政の DX推進に関する支援及び助

言を行う者。 
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第 4章 課題と取組事項                                
 

1 東松島市の課題                                         

   

 本市の人口は、平成 23年（2011年）の東日本大震災後から年々減少し、人口

の減少に比例し生産年齢人口も減少していくと予測されています。こうした人

口や生産年齢人口の減少による税収の減少や行政改革による職員数の減少に伴

い、限られた財源と人的資源の中で、社会課題に対応しながら行政サービスの維

持・向上と効率的で持続可能な行政運営が求められています。そのため、市民と

市役所それぞれが DXの取組を理解し、施策を推進していく必要があります。 

また、行政サービスにおいては、行政手続きのデジタル化を進めていく必要が

あります。その中でも、マイナンバーカードの活用は有効な手段の一つであり、

マイナンバーカードのさらなる普及促進に努める必要があります。一方、デジタ

ル化により、デジタル化の恩恵を享受できない市民もいることから、デジタルを

利用できる市民と利用できない市民の区別なく、市民誰もが同じ行政サービス

を受けられるよう取り組んでいく必要があります。 

さらに、本市が将来にわたって効率的で持続可能な行政運営を行うためには、

業務の見直しに加え、職員の意識改革が必要です。デジタル技術を活用した行政

サービスや業務の効率化だけでなく、社会課題に対応しながら、行政サービスや

しくみ、仕事の在り方を見直していく必要があります。 

 

【 東松島市の推計人口（1980-2045） 】 

 

 

      【出典】総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

【注記】2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成 30年 3月公表）に基づく推計値 

  

29,655 

39,098 

14,817 

22,690 

11,587 

11,608 

4,820 3,230 

実績値 推計値 
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2 東松島市の目指すべき姿                        

 

人口減少などの社会課題の解決や市民ニーズに対応し、後期基本計画のまち

づくり将来像である「住み続けられ持続・発展する東松島市」を実現するため、

令和 5 年 6 月に策定した基本方針において、キャッチフレーズ「まるっとつな

がる ひがしまつしま」を掲げています。 

これからは、市民と市役所が一体となって（まるくなってつながりながら） 

DXを進め、快適に暮らせるまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「まるっとつながる ひがしまつしま」 

情報で“まるっとつながる”暮らしとまちの魅力 

対話で“まるっとつながる”お客様（市民、市外居住者、事業者 etc）と市役所 

デジタルで“まるっとつながる”行政サービス 

変革で“まるっとつながる”みんなの笑顔  etc 
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3 実現目標と取組事項                               

 

令和 5年 6月に策定した基本方針に掲げた「3つの取組方針」を踏まえ、目標

と取組事項を掲げ DXに取り組んでいきます。 

なお、具体的な行動計画（アクションプラン）は別に定めるとともに、社会情

勢や ICTの進化・発展、加えてまちづくりアンケート（市民満足度調査）の意見

等も取り入れながら、柔軟に内容の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DXによる実現目標 
 

◎「待たない」「行かなくていい」「手軽な」行政 
サービスの提供を実現します。 

 

◎誰もが最善な方法で行政サービスが受けられ
る環境を実現します。 

 
◎「必要な」「安心な」「正確な」情報を届ける・
受け取るを実現します。 

 
◎「効率よく」「無駄のない」市役所を実現します。 
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◆取組事項 

 

                                                                                                  

※デジタルデバイド … インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者と

の間に生じる格差。 

※情報セキュリティ … 情報資産を安全に管理し、適切に利用できるように運営する経営管理のこと。 

取組内容 実施事項

①マイナンバーカード普及促進

②窓口手続き支援の充実

①行政手続きのオンライン化

②納付環境の拡充

③医療・介護の地域包括ケアの充実

①デジタルデバイド（情報格差）対策

②デジタルツールの利用促進

①オープンデータの整備

①被災者情報の整理・統合

②防災情報伝達体制の整備

③津波情報伝達の確立

①自治体情報システムの標準化・共通化

②情報セキュリティ対策の強化

③内部業務の効率的な運用

④デジタルを活用したスマートオフィスの実現

①新たな技術（AI・RPA等）の利活用

①デジタル人材の育成・確保

①BPR（業務プロセス改革）の実施

（３）デジタルを活用した防災・減災の推進

取組方針3　効率的で持続可能な行政運営
（１）行政事務のデジタル化

（２）AI等のデジタル技術の利用

（３）DXの推進に向けた人材の育成確保

（４）BPRの取組

取組方針1　便利な行政サービスの提供
（１）マイナンバーカードの普及や利活用の促進

（２）行政サービスのデジタル化の拡大

取組方針2　快適に暮らせるまちづくり
（１）デジタル情報発信ツールの活用の推進

（２）オープンデータの利用促進
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第 5章 参考資料                               
 

1 まちづくりアンケート（市民満足度調査）結果                             
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15 
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2 用語集                                 

※      本計画に記載のある用語 

用語 解説 

AI 

Artificial Intelligence の略。人工的な方法による学習、推

論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法により実現し

た当該機能の活用に関する技術。 

AP 

（Wireless LAN）access point の略。ノートパソコン・スマー

トフォンなどの無線端末を相互に接続したり、他のネットワー

クに接続する装置。 

BCP 

Business continuity planning の略。災害などの緊急事態が発

生したときに、損害を最小限に抑え、事業の継続や復旧を図る

ための計画。事業継続と復旧計画とも呼ばれ、潜在的な脅威に

対処するための予防に加え、継続的な運用を可能にすることを

目標とする。 

BPR 

Business Process Re-engineeringの略。企業活動や業務の流

れを分析し、最適化すること。主に業務フローや組織の構造な

どを根本的に見直し、再設計を行う。 

CDO 
Chief Digital Officerの略。最高デジタル責任者または、最

高デジタル情報責任者。 

CSIRT 

Computer Security Incident Response Teamの略。コンピュー

タやネットワーク上でセキュリティの問題が起きていないか監

視すると共に、問題が発生した場合の原因や影響の調査を行う

組織の総称。 

DX 

Digital Transformation の略。ICTの浸透が人々の生活をあら

ゆる面でより良い方向に変化させること。ICT の活用を通じて

ビジネスモデルや組織を変革することも含まれる。 

DX フェロー 
東松島市においては、専門的知識、経験等に基づき、行政の DX

推進に関する支援及び助言を行う者。 

eKYC 

electronic Know Your Customerの略で、デジタルデバイスを

使って、オンラインで本人確認を行うこと（マイナンバーをつ

かったオプトイン）。 

GIS 

Geographic Information Systemの略。地理的位置を手がかり

に、位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的

に管理・加工、視覚的に表示し、分析や迅速な判断を可能にす

る技術。 
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用語 解説 

ICT 

Information and communications technologyの略。情報技術

（IT）を拡張した用語であり、通信技術を使用し人とインター

ネット、人と人が繋がる技術。 

IT 

Information technologyの略。情報を取得、加工、保存、伝送

するための技術。コンピュータをベースとした情報関連のシス

テムや、アプリケーションソフトウェアが主に該当する。 

IoT 

Internet of Thingsの略。「モノのインターネット」と呼ばれ

る。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインタ

ーネットにつながり、情報交換することにより相互に制御する

仕組み。 

KPI 

Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標の意味で

あり、組織の目標達成の度合いを定義する補助となる。現在の

状態を示すものとして使われ、今後の対応策でどうなるかを予

測するために使われる。 

RPA 

Robotic process automation の略。事業プロセス自動化技術の

一種である。人間に代わって作業を実施できる AI、機械学習等

を活用して代行・代替する取組である。 

SDGs 

Sustainable Development Goalsの略。持続可能な開発目標の

こと。2015年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な開

発のための 2030アジェンダ」で記載された 2016年から 2030年

までの国際目標のこと。持続可能な世界を実現するための 17の

ゴール・169のターゲットから構成される。 

SNS 

Social Networking Service（Site）の略。インターネット上で

友人を紹介しあって、個人間の交流を支援するサービス（サイ

ト）。誰でも参加できるものと、友人からの紹介がないと参加

できないものがある。 

Wi-Fi 

ケーブルなしで機器同士をネットワーク接続する「無線 LAN」

の規格。国際標準規格である IEEE 802.11規格を使用したデバ

イス間の相互接続が認められたことを示す名称。 

アジャイル型 
「すばやい」、「俊敏な」という意味があり、短い開発期間単

位を採用することで、リスクを最小化しようとする開発手法。 

アプリケーション 

作業の目的に応じて使うソフトウェア。パソコンではワープロ

ソフト、表計算ソフト、ウェブブラウザ、メールソフトなどが

主に該当する。スマートフォンやタブレットではコミュニケー

ション、動画・音楽視聴のアプリケーションなどが代表的。 
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用語 解説 

オープンデータ 

機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用ルール

で公開されたデータであり、人手を多くかけずにデータの二次

利用を可能とするもの。 

クラウド 

データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上に

あるサーバ群にあり、利用者は自分のコンピュータでデータを

加工・保存することなく利用することができるコンピュータ・

ネットワークの利用形態。 

最適化 
組織全体の業務やデータ等を事前に標準化し、これに基づいて

情報システムを構築することで無駄を無くす取組。 

自治体クラウド 

クラウド技術を電子自治体の基盤構築にも活用し、地方公共団

体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、情報

システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るも

の。 

情報セキュリティ 

情報資産を安全に管理し、適切に利用できるように運営する経

営管理。適切な管理・運営のためには、情報の機密性・安全性・

可用性が保たれていることが必要となる。 

情報リテラシー 

情報(information)と識字(literacy) を合わせた言葉で、大量

の情報の中から必要な情報を自己の目的に適合するように十分

に使いこなせる能力。 

スマートフォン 

従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え、高度な情報処

理機能が備わった携帯電話端末。従来の携帯電話端末とは異な

り、利用者が使いたいアプリケーションを自由にインストール

して利用することが一般的である。 

デジタルデバイド 
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と

利用できない者との間に生じる格差。 

テレワーク 
ICT（情報通信技術）等を活用し、普段仕事を行う事業所・仕事

場とは違う場所で仕事をすること。 

ビッグデータ 

携帯電話・スマートフォンから発生する位置情報や SNS上のデ

ータなど、ボリュームが膨大であると共に、構造が複雑化する

ことで、従来の技術では管理や処理が困難なデータ群。 

ポータルサイト 
情報提供や意見交換などを目的として、インターネット上に設

ける窓口サイト。 
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用語 解説 

マイナポータル 

政府が運営するオンラインサービス。子育てや介護をはじめと

する行政手続をワンストップで行うことや、行政機関からのお

知らせを確認することができる。 

マイナンバー制度 

日本に住民票を有するすべての方に一人 1 つのマイナンバー

（個人番号）が与えられる制度。主に社会保障、税金、災害対

策の 3つに関連するもの。 

無線 LAN 

ケーブル線の代わりに無線通信を利用してデータの送受信を行

う LANシステム。IEEE802.11 諸規格に準拠した機器で構成され

るネットワークのことを指す場合が多い。 

モバイル通信 携帯電話会社が提供する回線でのインターネット通信。 

ライフサイクル 

一連の流れを抽象的に表現した言葉であり、情報に関わる面と

しては一般的に保守、運用、サポートなどのシステムを運用す

るための一連の過程を示すことが多い。 

リモート 

複数の対象が離れている状態のことであり、リモート環境、リ

モート接続等「リモート」の語が用いられる場合は、遠隔操作

による作業環境を指すことが多い。 

ロードマップ 
計画を時系列でまとめた図、あるいは表のことであり、目標と

そこに至るまでの過程を時系列に沿ってまとめるもの。 

ワンストップ 

（サービス） 

複数の部署や窓口に分かれている行政手続きを、1 度で、ある

いは 1箇所でできるように利便性を高めること。二度手間が起

こらないよう、行政手続きに関する情報提供の充実や手続きの

簡素化を推進することを含む。 
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